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はじめに                               

１  日本を取り巻く状況  

（１）本格的な超少子高齢化、人口減少社会の到来   

〇日本の人口が１億人を割り込む  

日本の人口は平成 20年 (2008年 )の１億 2,808万人をピークに減少に転じ、「平成 27

年国勢調査人口等基本集計結果」（以下、「平成 27年国勢調査」）では１億 2,709万人

となっています。国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」）が平成 29年 (2017

年 )７月に行った「日本の将来推計人口」（以下、「将来推計」）によると、その後も

減少が続き、令和 22年 (2040年 )には１億 1,092万人となり、この頃には毎年約 90万

人減っていき、令和 35年 (2053年 )には１億人を割って 9,924万人となり、令和 42年

(2060年 )には 9,284万人になると推計されています（図①）。  

〇老年人口割合が約４割に増加、高齢世帯も増加  

将来推計では、平成 27年 (2015年 )に 26.6％であった老年（ 65歳以上）人口の割合

（高齢化率）は令和 22年 (2040年 )には 35.3％になり、令和 42年 (2060年 )には 38.1％

まで増加します（図①）。また、社人研が平成 30年 (2018年 )３月に行った「日本の

世帯数の将来推計」によると、世帯主が 65歳以上の高齢世帯の割合は平成 27年

(2015年 )の 36.0％から令和 22年 (2040年 )には 44.2％に増加します。さらに、そのう

ち世帯主が 75歳以上の高齢世帯は平成 27年 (2015年 )の 46.3％から令和 22年 (2040

年 )には 54.3％に増加し、世帯の高齢化が一層進むと推計されています（図②）。  

〇生産年齢人口割合は約半分に減少  

一方、生産年齢（ 15歳から 64歳）人口の割合は、将来推計では平成 27年 (2015年 )

の 60.8％から令和 22年 (2040年 )には 53.9％、令和 42年 (2060年 )には 51.6％まで減少

します（図①）。これは高齢者１人を働き手 1.3人で支える状況になります。  

 

 

 

 

 

図 ① ：年 齢別 人口 の 推 計結 果  

（ 資 料： 国立 社会 保障 ・人 口 問題 研究 所 ）  
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〇 AI等の技術革新による社会環境の変化  

生産年齢人口が減少する中で、 IoTや AI等の「第４次産業革命」と呼ばれる技術

革新が進展し、そうした新しい技術の活用が製造、医療、福祉等のあらゆる分野で

予測されています。これにより、日本が抱える諸問題の解決や社会経済活動の生産

性向上に貢献することが期待されています。また、行政においては国のデジタル化

推進の流れを受け、業務のデジタル化や手続きのオンライン化を推進することで、

業務の効率化とさらなる住民の利便性向上が期待されています。  

 

（２）新型コロナウイルス感染症の感染拡大  

○長期化する経済・生活への影響  

  令和２年 (2020年 )１月から、新型コロナウイルス感染症（以下「感染症」）が拡

大し、日本経済は大幅に下押しされ、地域経済に甚大な影響を及ぼしています。内

閣府によると、令和２年 (2020年 )の実質国内総生産（ GDP）は前年比 4.8％減と、

リーマンショック翌年の平成 21年 (2009年 )以来、 11年ぶりのマイナス成長となり

ました。  

 感染症は今後の推移が不透明であり、長期にわたり我々を取り巻く経済と生活

に影響を与えることが懸念されています。  

 

２  本市を取り巻く状況  

（１）本市の現状とこれからの姿  

〇長期的には少子高齢化が進展、人口も減少していく  

令和２年 (2020年 )に策定した「可児市人口ビジョン【改訂版】」（以下、「人口ビ

ジョン」）での人口推計では、令和 12年 (2030年 )に 97,327人、令和 22年 (2040年 )に

は 92,859人に減少、年少（０歳から 14歳）人口割合と生産年齢人口割合が減少する  

図 ② ：家 族類 型別 世帯 数 の 推 計結 果  

（ 資 料： 国立 社会 保障 ・人 口 問題 研究 所 ）  
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一方で老年人口割合は増加するという少子高齢化と人口減少が、日本全体と同様

に、これから本市でも進むと予想されています（図③、表①）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇近年は人口が微増したがその後微減  

  平成 27年国勢調査では 98,695人となり、前回調査を上回り過去最高となりまし

た（図④）。住民基本台帳人口をみても、平成 20年 (2008年 )10月の 103,538人をピー

クに人口減少に転じていましたが、平成 26年 (2014年 )から微増しはじめ、令和元年

(2019年 )８月には 102,418人となり、ピーク時の人口まであと 1,100人に迫りました。

その後は微減し、令和３年 (2021)３月は 101,364人となっています。（図⑤）。  

 

 

 

 H27  R2  R7  R12  R17  R22  R27  R32  R37  R42  

総人 口  人 数  98,695 99,019 98,551 97,327 95,334 92,859 90,647 88,547 86,375 83,996 

年少  

人 口  

人 数  13,779 13,064 12,514 12,267 12,553 12,976 13,159 13,086 12,756 12,500 

割合  14.0% 13.2% 12.7% 12.6% 13.2% 14.0% 14.5% 14.8% 14.8% 14.9% 

生産 年齢  

人 口  

人 数  59,773 57,547 56,419 55,065 52,573 48,737 46,116 44,521 43,909 43,572 

割合  60.6% 58.1% 57.2% 56.6% 55.1% 52.5% 50.9% 50.3% 50.8% 51.9% 

老年  

人 口  

人 数  25,143 28,408 29,617 29,995 30,208 31,146 31,371 30,940 29,710 27,925 

割合  25.5% 28.7% 30.1% 30.8% 31.7% 33.5% 34.6% 34.9% 34.4% 33.2% 

図 ③ ：年 齢別 人口 の 推 計結 果 （ 推 計値 （国 勢調 査ベ ー ス））  

（ 資 料： 可児 市 人 口ビ ジョ ン 【改 訂版 】）  

表 ① ：人 口推 計結 果 （ 推計 値 （国 勢調 査ベ ース ））  

（ 資 料： 可児 市 人 口ビ ジョ ン 【改 訂版 】）  
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○過去５年で外国籍人口が急増  

人口増加の要因としては、日本人の人口が平成 23年 (2011年 )の 96,020人をピーク

に令和２年 (2020年 )４月には 93,904人へ減少となっている一方、平成 20年 (2008年 )

のリーマンショックの影響による景気後退以降続いていた、外国籍市民の転出に

よる人口減少が平成 27年 (2015年 )から増加となったことが挙げられます（図⑥）。

理由として、市内に製造業を中心とした大規模工業団地があることや、外国籍市民

の子どもたちへの生活・学習支援等の環境が充実していることが考えられます。令

和２年 (2020年 )４月１日現在で 8,073人、そのうち永住者は 3,555人まで増加しとも

に過去最高となっています。また、外国籍児童生徒数（小中学校）も 746人で年々

増加しており（図⑦）、県内の外国籍児童生徒数の約 24％ (令和２年５月１日現在 )

を占めています。外国籍生徒の高校進学率も直近の５年間は 80％前後と高い水準

を維持しています。  

図 ⑤ ：月 別人 口の 推移 (住民 基 本台 帳 )  

（ 資 料： 市民 課 ）  

図 ④ ：年 齢別 人口 の 推 移  

（ 資 料： 国勢 調査 ）  
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〇出生と死亡の人数差が拡大  

令和元年度 (2019年度 )の自然動態は、出生が 732人、死亡が 930人で 198人の自然

減となっており、出生と死亡との人数差が逆転した平成 28年度 (2016年度 )以降、そ

の差は大きくなっています（図⑧）。高齢化率についても、平成 31年 (2019年 )の

27.0％から令和２年 (2020年 )には 27.4％（各年４月１日現在）に増加しており、少

子高齢化は着実に進展しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ⑧ ：自 然動 態 の 推移  

（ 資 料： 市民 課 ）  

図 ⑦ ：外 国籍 児童 生徒 数の 推 移  

（ 資 料： 学校 教育 課）  

図 ⑥ ：外 国籍 人口 ・割 合の 推 移  

（ 資 料 ： 市民 課 ）  
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〇短期的には人口は横ばいか微増で推移  

これまでのことから、本市においては大きな流れとして少子高齢化の進展や、感   

染症による影響はあるものの、短期的に見たここ数年の人口は横ばいか微増で推

移していくと予想しています。  

〇雇用のミスマッチ、感染症の影響が深刻化  

雇用は、多治見公共職業安定所 (ハローワーク多治見 )管内における有効求人倍率

が平成 21年度 (2009年 )に 0.35倍まで落ち込んだ後上昇を続け、令和元年度 (2019年 )

には 2 .25倍となり、全国平均を上回り推移する一方（図⑨）、職種別の有効求人倍

率に大きなばらつきがある等の雇用のミスマッチが生じています。さらに、感染症

の影響による経済活動の低迷により、令和２年 (2020年 )12月の有効求人倍率は 1.43

倍まで落ち込んでいます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇経済情勢はさらに先行き不透明  

東海財務局の県内経済情勢や中部経済産業局管内の経済動向によれば、これま

での米中貿易摩擦の長期化による影響や、原料価格と燃料費の高騰等に加えて、感

染症拡大の影響により経済活動は低迷しているものの、持ち直しの動きがみられ

るとしています。しかしながら、感染症の影響も含めて引き続き先行きを見通せな

い状況との見解も示しており、本市においてもこれらの影響を受けると予想され

ます。  

〇集中的に整備した施設やインフラの老朽化  

  昭和 40年代後半からの急激な人口増加により成長してきた本市は、小中学校や   

他市町村における中央公民館と同等の機能と規模を持つ 14の地区センターに加え、  

橋梁や農業施設、上下水道施設といったインフラを集中的に整備してきました。ま   

た、平成 14年 (2002年 )には生涯学習やコミュニティ活動等、多くの機能を有する文   

（ 資 料： 岐阜 労働 局 ）  

図 ⑨ ：有 効求 人倍 率の 推移  
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化・芸術拠点として文化創造センターが完成しました。さらに、大規模事業として  

かねてより計画していた都市計画道路可児駅前線や土田渡多目的広場も近く完成

します。  

今後は新たな施設を整備するのではなく、これまで整備してきた施設を長く大

切に使っていくための維持管理が中心となりますが、こうした維持管理経費や大

規模改修等の更新費用が財政を圧迫することが予想されます。平成 28年度 (2016年

度 )策定の「可児市公共施設等マネジメント基本計画」では、ライフサイクルコス

ト縮減の３つの方策（施設の長寿命化・規模縮小・複合集約）を行うとともに、令

和 13年度 (2031年度 )までに施設改修等のための基金を 87億円積み立てても 33億円

の財源不足になる見込みです（図⑩）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）財政状況と今後の見通し  

〇財政状況はさらに厳しくなっていく  

本市の財政は、これまでは類似団体との比較や健全化判断比率等から見ると、健

全な状態を維持してきました。しかし、近年は大型事業推進に伴う市債残高の増加

等、財政状況は厳しくなっています。今後も少子高齢化による納税額の減少で個人

市民税の大幅な増加は見込めないことに加え、感染症の影響により法人市民税の

落ち込みも予想されます。一方で、高齢化に伴う社会保障費や公共施設等の大規模

改修事業等による経費の増加が見込まれています。  

財政フレーム推計では、令和２年度 (2020年度 )以降毎年度の歳出超過を見込んで

おり（表②）、財政調整基金等による財源調整や重点事業の更なる選別が必要です。  

 

3 3 1億 円  

3 3億 円  

図 ⑩ ：建 替え 等に かか る費 用 と充 当可 能額 との 比較 （ 過不 足分 布グ ラフ ）  

（ 資 料： 可児 市公 共施 設等 マ ネジ メン ト 基 本計 画 ）  
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〇次世代に負担をかけない財政運営が必要  

こうした課題を踏まえ、将来にわたり健全な財政運営を維持しながらも、次世代

に大きな負担をかけないようにしていくために、これまで以上に中期的な収支見

通しを踏まえた計画的な財政運営を行う必要があります。  

 

 

 

 

 

 

 

表 ② ：財 政フ レー ム推 計（ 一 般会 計）  

 

令 和 3 年 3 月  

（ 資 料： 財政 課 ）  

※ 令 和 ２ 、 ３ 年 度 は 当 初 予 算 を 反 映 し た 数 値 と な っ て い ま す 。  

  令 和 3 年 3 月  

（ 資 料 ： 企業 誘致 課 ）  

参 考 ：可 児御 嵩イ ンタ ーチ ェ ンジ 工業 団地 開発 事業 特 別会 計  

※ 総 事 業 費 は 決 算 見 込 み を 考 慮 し た 額 と な っ て い ま す 。  

年度 総事業費（見込み） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

事業費 4,548 2,191 562 893 925

（単位：百万円）

【歳入】 （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

14,813 13,655 13,654 13,866

2,700 2,667 2,545 2,570

1,830 1,850 2,030 2,026

6,128 6,085 6,352 6,256

2,932 1,840 1,700 1,700

3,147 3,283 2,283 2,285

31,550 29,380 28,564 28,704

【歳出】 （単位：百万円）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

政策的事業 6,326 4,233 4,574 3,844

投資的経費 3,043 1,390 1,865 969

その他事業 3,283 2,844 2,709 2,875

重点事業の社会保障費等 5,297 5,407 5,687 5,842

基礎的経費 19,927 19,739 20,702 20,870

人件費 4,251 4,184 4,379 4,435

投資的経費 122 92 283 224

扶助費 2,685 2,703 2,746 2,750

一部事務組合負担金 1,903 1,877 2,015 2,047

繰出金 3,359 3,479 3,442 3,437

公債費 2,412 2,461 2,600 2,613

その他事業 5,195 4,943 5,236 5,363

31,550 29,380 30,963 30,556

　収支（歳入－歳出) 0 0 △ 2,399 △ 1,852

区分

市税

地方譲与税

地方交付税

国県支出金

その他

合計

区分

重

点

事

業

基

礎

的

経

費

合計

地方債
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図 ⑫ ：財 政調 整基 金 等 残高 の 推移  

（ 資 料： 財政 課 ）  

図 ⑪ ：地 方債 残高 の推 移  

（ 資 料： 財政 課 ）  
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第１章 基本方針                                 

１  策定の背景と意義  

  従来の総合計画は、高度経済成長の時代を経て、人口も税収も伸びていく中で、

長期にわたって総合的かつ計画的に行政運営を進め、事業を効果的に推進するこ

とを目的に策定されてきました。しかし、加速する少子高齢化と人口減少社会、税

収の伸びも見込めない社会経済情勢において、これまでのような市政全般を網羅

した長期的な行政計画の策定は困難になっています。一方で、各分野での個別計画

の策定が進むことで、計画的な行政運営は定着しています。  

  加えて、将来にわたってこれまでと同様の市民サービスを提供していくために、

今後老朽化を迎える多くの公共施設の改修等をしていくことも大きな行政課題で

す。  

こうしたことから、今後の人口減少に伴い起こりうる事態に備え、これまでの総    

合計画に替わる仕組みとして、長期的な視点を持ちつつ、喫緊の課題にも対応する   

施策の取捨選択と集中により、限られた財源、資源を効果的・効率的に配分し、次   

世代に負担をかけない市政経営の指針として「可児市政経営計画」を策定します。 

 

２  基本的な考え方  

  市政経営においては、目まぐるしく変化する社会環境と多様化する市民ニーズ

に適切に対応するため、限られた人員と予算を適正に配置・配分し、より効果が高

く確かで真に必要な事業を選択し実施していきます。  

  なお、国や県における重点政策や財政支援等の新たな事業が行われる場合、市政

の基本方針と合致するものについては適切に対応していきます。  

 

３  構成と期間  

（１）構成  

【本編】  

  本編は第１章の「基本方針」と第２章の「重点方針」で構成します。  

  第１章「基本方針」では、「策定の背景と意義」、「基本的な考え方」、「構成と期

間」、第２章で示す「重点方針」の前提となる長期的な視点としての「実現する姿」

を明らかにします。  

  第２章「重点方針」では、長期的な視点を踏まえた上で、「重点方針（４つの柱）」、

「最重点方針・施策」、「重点方針ごとの取り組み」を示します。   
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重点方針（４つの柱）に基づく各施策については「重点事業説明シート」として

まとめます【参考資料】。  

なお、当該重点事業は「可児市国土強靭化地域計画」におけるアクションプラン

としても位置付けます。  

（２）期間  

  期間は令和２年度から令和５年度までの４年間とし、市長任期に合わせた期間

とします。  

【計画の期間】  

 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

経営計画  
 

今期計画 (4 年 )  次期計画 (4 年 )  
 

市長任期  
          

 

４  実現する姿  

こうした本市を取り巻く状況を踏まえ、市民の皆さんの生活を守り、誰もが安全   

で安心して、元気に楽しく暮らせるまちづくりを推進するため、実現する姿として   

「住みごこち一番・可児」を引き続き設定します。  

 
 

 

 

 

５  目指すまちの姿  

・全国の人々に住みごこちの良さが知られているまち  

・新たな工業団地の完成と優良企業の進出によって市税収を確保し施策を実現できるまち  

・ボランティア等、市民の自主的な活動が盛んな活力あるまち  

・お互いを尊重し合うダイバーシティ・多文化共生のまち  

・高齢者や子育て世代、そして子どもたちにとって住みよいまち  

・観光交流人口の増加による賑わいあふれるまち  

・市民の生命と財産が守られ、安心して暮らすことができるまち  

・感染症による社会変化に柔軟に対応し発展を継続できるまち  

 住みごこち一番・可児  

～安心、元気、楽しいまち～ の推進  

任期 (4 年 )  任期 (4 年 )   
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第２章 重点方針                                 

１  重点方針  

「住みごこち一番・可児」の実現に向けて、計画期間は引き続き、重点方針（４    

つの柱）とそれに基づく施策の選択と集中を行うとともに、感染症予防に関連する   

取り組みを進めます。  
 

重点方針（４つの柱）  

 

 

 

 

 

 

重点方針ごとの取り組みは、「取り巻く環境と課題」、それに対する「これまでの  

主な取り組み」を確認し、「計画期間の取り組み」についてまとめます。  

 

２  最重点方針・施策  

  目指すまちの姿を実現するための重点方針（４つの柱）に基づく施策を進めるう

えでは市税等の収入確保が必要です。そのためには、将来の収入に繋がる施策を計

画期間で確実に進めなければなりません。  

また、定住・移住を促進し、これからの人口減少を出来る限り緩やかにすること

が必要です。これまでも、災害が少ないこと、豊かな自然が身近にあること、都市

基盤が整備されている等の生活利便性に加えて、高齢者への支援の充実や子育ての

しやすさ等の本市の魅力を全国に発信してきました。これに加えて、感染症を契機

とした人や社会全体の意識・行動変容と地方への関心の高まりを受け、観光という

側面にとどまらず、これまで以上に地域の魅力を高め、人を惹きつける地域づくり

に取り組むことが求められています。さらに、大河ドラマのレガシーを活用して市

の魅力を効果的に発信し、市への愛着と誇りを醸成するとともに、定住・移住に繋

がる取り組みを積極的に進めなければなりません。  

  そこで、今回の経営計画においては次のとおり最重点方針と、その中でもさら

に重点的に取り組むものとして最重点施策を位置づけます。  

 

重点方針④ まちの安全づくり  

重点方針① 高齢者の安気づくり  

重点方針② 子育て世代の安心づくり  

重点方針③ 地域・経済の元気づくり  
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【実現する姿と重点方針（４つの柱）の概念図】  

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

重点方針④

まちの安全づくり

重点方針①

高齢者の安気づくり

重点方針②

子育て世代の安心づくり

重点方針③

地域・経済の元気づくり

重点方針（４つの柱）を支える市政運営

市民力
市民の知恵と共感が

世代をつなぎ

支えあう力

住みごこち一番・可児

～安心、元気、楽しいまち～ の推進

市内外への情報発信

「しごと」・「住まい」・「暮らしやすさ」
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高齢者の

安気づくり

重点方針

① 
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〇取り巻く環境と課題  

・包括的な支援体制の構築が必要   

高齢化の進展により、一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯、そして支援を必

要とする高齢者の増加が予想されます（図⑬）。高齢者が住み慣れた地域で生活を

継続していくためには、法に基づく介護や医療サービス【公助】はもちろん、主体

的な健康づくりや生きがいづくり【自助】、地域住民等による支え合い・助け合い

【共助】、さらにそれらが連携した包括的な支援体制が必要です。  

・孤立防止と心身の健康確保  

  感染症の感染予防・感染防止の外出自粛等により、身体活動量が減少することで

身体機能が低下し、支援が必要な状態に陥ることが懸念されます。また、社会との

つながりが乏しくなり、孤立・閉じこもり傾向になることも考えられます。  

  高齢者の孤立防止を防ぎ、心身の健康確保と介護予防につなげるために、感染症

予防対策を徹底し、安全な交流の場の開催や活動支援がこれまで以上に重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇これまでの主な取り組み  

・地域包括ケアシステムの構築への取り組み   

包括的な支援体制として「地域包括ケアシステム」の構築に向けて取り組むとと

もに、その中核となる地域包括支援センターを整備  

・地域の支え合い活動を支援  

「地域支え合い活動」として、集いの場となるサロン運営や、日常生活支援サー

ビス、定期的な訪問による見守り活動を支援  

※ 高 齢単 身世 帯： 6 5 歳 以上 の 人 1 人 のみ の世 帯  

※ 高 齢夫 婦世 帯数 ：夫 6 5 歳 以 上、 妻 6 0 歳 以 上の 夫婦 1 組 のみ の世 帯  

（ 資 料： 国勢 調査 ）  

図 ⑬ ：高 齢単 身世 帯、 高齢 夫 婦世 帯数 の推 移  
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「可児市地域見守り協力活動」により、民間事業者等が業務活動を通じて地域の  

見守り等を実施  

・公共交通の整備  

  従来のコミュニティバスに加え、デマンド型の「電話で予約バス」、土曜・日曜・

祝日・振替休日運行の「おでかけしよ Kar」の運行を開始  

 

 

〇計画期間の取り組み   

【継続】  

・「地域支え合い活動」をはじめとする共助の仕組みづくりの支援  

・日常生活圏域ごとの状況に応じた地域包括ケアシステムの構築  

・生活習慣病をはじめとする疾病の早期発見、早期治療のための各種健診の実施  

・健康づくりや生きがいづくりに繋がるサロン等の活動支援  

・認知症予防や介護予防のための講座や教室の開催  

【追加事項】  

・サロン、講座等の開催における感染症予防対策の徹底  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コ ミ ュニ ティ バス （さ つき バ ス ）  サ ロ ンで の講 座 の 様子  
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子育て世代の

安心づくり

重点方針

② 
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〇取り巻く環境と課題  

・出生率の低下と子育て不安  

  本市の平成 30年 (2018年 )の合計特殊出生率は 1.26で、平成 28年 (2016年 )以降全国

及び岐阜県の平均値以下となっており、依然として人口維持に必要な 2.07を大きく

下回っています（図⑭）。その背景には、子育てに関する不安や、仕事と子育てと

の両立に対する負担感等があることが挙げられます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・子育て環境の大きな変化  

様々な就労形態による保育ニーズの多様化、核家族化の進行や地域のつながり

の希薄化による子育て不安を抱える保護者の増加等、子育てをめぐる地域や家庭

の状況は変化し続けています。  

・社会全体での子育てに対する支援の必要性  

こうしたことから、保護者が子育てについての第一義的責任を果たすことを基

本としながら、あわせて地域・社会全体で子育て家庭を応援し支えていくことが求

められています。  

・子どもに寄り添う学校教育、教育環境の整備  

学力向上はもちろん、豊かな心と健やかな体の育成、故郷を愛し、社会貢献でき

る人を育成する教育に加え、一人ひとりの状況に応じた支援体制の充実が求めら

れています。さらに、施設の老朽化対策や適切な修繕による安全で快適な学校環境

の整備も必要です。  

・増加が予想される外国籍児童生徒への支援  

  これまでも外国籍市民の子どもたちへの生活・学習支援等の環境整備を進めて

きましたが、出入国管理及び難民認定法の改正により今後さらに支援が必要な外

国籍児童生徒の増加が予想されるため、今まで以上の支援体制づくりが必要です。 

（ 資 料 ： 可茂 地域 の 公 衆衛 生 ）  

図 ⑭ ：合 計特 殊出 生 率 の推 移  
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・最大限の学びの保障  

  長期間にわたり感染症予防対策に取り組みながら学校生活を送らなければなら

ない状況の中、今後の感染の状況に関わらず、児童生徒の学びを最大限に保障する

ための体制や環境整備が必要です。  

 

〇これまでの主な取り組み  

・保育環境の充実による待機児童の解消  

市有地無償貸付による認可保育園の開園、民間保育園・幼稚園への支援を実施  

・キッズクラブの拡充による児童保育環境の整備  

  対象児童を小学６年生まで拡大、長期休暇コースを設定する等の児童保育環境

を整備  

・市全体で取り組む子育て支援政策の立案と推進  

  子育て支援拠点となる子育て健康プラザをオープンし、妊娠期からの切れ目の  

ない子育て支援を強化  

・いじめ防止への取り組み  

  子どものいじめに特化した条例としては全国で初となる「可児市子どものいじ

めの防止に関する条例」を施行し、いじめの防止を推進  

・スクールカウンセラー等の配置による支援環境の充実  

  スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等を配置し、子ども一人

ひとりの状況に応じた支援を充実  

・外国籍児童生徒の就学支援  

  ばら教室 KANI の整備をはじめとする、外国籍児童生徒への支援環境を整備  

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

今 渡 北小 学校 キッ ズク ラブ   子 育 て健 康プ ラザ 【な かの ひ ろば 】  
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〇計画期間の取り組み   

【継続】  

・子育て健康プラザを中心とした妊娠期からの切れ目のない子育て支援  

・市民団体による子育て支援活動への支援やボランティアの育成  

・民間保育園・幼稚園への支援による保育環境の充実  

・いじめ防止の取り組みやスクールカウンセラー等の専門家による子ども一人ひと

りや各家庭の状況に応じた支援  

・増加が予想される外国籍児童生徒への生活及び学習支援の充実  

・学力向上に繋がる教育環境の整備  

・義務教育施設の老朽化対策及び修繕等の学校環境の整備  

【追加事項】  

・保育及び学校環境の感染症予防対策と学びの保障  
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地域・経済の

元気づくり

重点方針

③ 
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〇取り巻く環境と課題  

・市内経済の活性化  

  少子高齢化に伴う人口減少を抑制し、地域経済を活性化させるために、新たな企

業誘致や既存の企業への支援等により、働く場を創出し、若い世代を呼び込むこと

が必要です。加えて、感染症拡大により影響を受けた事業者への側面的支援による

地域経済の早期回復に向けた後押しも必要です。  

また、東海環状自動車道インターチェンジ隣接という交通アクセスの良さは、企

業の進出にとって重要な要因であり、東海環状自動車道西回りルートの開通で企

業の関心が西濃地域に向かう前に、迅速な土地利用を進め、企業誘致に繋げる必要

があります。  

・深刻な働き手不足  

  少子高齢化による働き手不足の解消のため、地元高校生や若者、さらには外国籍   

市民と市内企業とのマッチング支援等により、働き手を確保する必要があります。 

・市税収入の確保  

経済の衰退が深刻化すると、市税収入の増加はもちろん、これまでのような歳入

は見込めません。一方で、社会保障費等の義務的経費の増大や公共施設の老朽化に

伴う改修・更新に多額の費用が必要となるため、今まで以上に厳しい財政状況が予

想されます。次の世代に負担を強いることのないよう、歳出の抑制はもちろん、歳

入の確保に繋がる取り組みによる持続可能な市政運営が必要です。  

・新たな魅力創出とシティプロモーションによる定住・移住促進  

  歴史、文化、自然といった地域資源の掘り起こしと磨き上げを継続するとともに、

大河ドラマのレガシーを活用し、これまで以上に地域の魅力を高め、その魅力を効

果的に発信することで、観光交流人口の増加のみならず、定住・移住に繋げること

が必要です。  

 

〇これまでの主な取り組み  

・積極的な企業誘致、市内企業支援  

企業誘致による優良企業の進出と新たな雇用の創出  

中小企業経営者、小規模事業者や創業希望者を対象に、経営改善等の相談ができ  

る窓口として可児ビジネスカフェを開設  

・企業の魅力向上、若者とのマッチング  

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて「可児わくわく Workプロジェクト」
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を始動  

可茂管内の高校生と市内企業とのマッチングの支援として「可児の企業魅力発

見フェア」を開催  

・観光グランドデザインの策定、地域資源の発掘と磨き上げ  

美濃金山城跡の国史跡指定による山城跡のブランド化  

観光グランドデザインを策定し、市内の山城跡を活用した「戦国城跡巡り」をは

じめとする様々な PRイベントを開催  

・観光交流館・戦国山城ミュージアムのオープン  

  新たな観光交流拠点として観光交流館と戦国山城ミュージアムをオープン  

・広域連携による周遊観光促進  

  「東美濃歴史街道協議会」の一員として関係市町と連携した周遊観光促進  

「東美濃の山城」推進部会の事務局として岩村城跡・苗木城跡・美濃金山城跡の   

一体的な観光プロモーションを実施  

・美濃桃山陶の聖地・周辺整備  

美濃桃山陶の聖地として人間国宝荒川豊蔵の旧邸と周辺を整備し一般公開を開始  

・癒しの空間木曽川左岸の整備  

癒しの空間木曽川左岸の整備の一つとして土田渡多目的広場の整備に着手  

・都市基盤の整備  

  可児駅周辺の環境整備  

  市道 56号線改良事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

〇計画期間の取り組み   

【継続】  

・可児ビジネスカフェをはじめとした企業支援  

・「可児わくわくWorkプロジェクト」やイベントによる企業の魅力発信  

癒 し の空 間木 曽川 左岸 の遊 歩 道  可 児 駅東 駅前 広場  
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・高校生等と市内企業とのマッチングの支援  

・木曽川左岸（鳩吹山含む）や山城跡等の市内観光資源の磨き上げと魅力発信  

・花フェスタ記念公園の再整備に合わせた更なる公園の利活用  

【重点取り組み事項】  

・新たな工業団地開発と企業誘致  

・大河ドラマを契機としたシティプロモーションと全国への魅力発信  

・都市圏に向けたシティプロモーション等による定住・移住促進  
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まちの安全づくり重点方針

④ 
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〇取り巻く環境と課題  

・頻発する自然災害への対策と体制づくり   

平成 22年 (2010年 )７月に発生した 7・ 15集中豪雨災害の経験や、頻発する集中豪

雨や大型台風の発生等、近年の異常気象による風水害への対策、南海トラフ地震へ

の災害対策に引き続き取り組んでいく必要があります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・公共インフラの維持・更新  

生活環境においては、今後多くの道路、橋梁等のインフラの長寿命化も踏まえた

維持・更新が必要となってきます。一方で、加速する少子高齢化と人口減少でます

ます厳しくなる財政状況において、こうした整備に必要な多額の投資的経費をこ

れまでと同様に確保することは難しくなってきます。  

・誰もが安心して暮らせるまちづくり  

  高齢者や障がい者、また今後更なる増加が予想される外国籍市民等の様々な人々

がともに地域で安心して暮らせるまちづくりが必要です。  

・地域医療体制の維持  

  医師不足の状況の中、高齢化により増加する救急医療や災害時の医療救護に対

応できるよう、医師会、医療機関等との連携、さらには広域による医療救護体制の

維持が重要です。  

・市民生活の安心・安全の向上  

  「新しい生活様式」の定着を図るとともに、市民が安心・安全に公共施設を利用

するための感染症予防対策が必要です。  

〇これまでの主な取り組み  

・市民や地域の防災意識の向上  

各自治会が収集した情報をもとにした「わが家のハザードマップ」の作成  

（ 資 料： 7・ 1 5 集 中豪 雨災 害 検証 報告 書 ）  

写 真 ：内 水氾 濫の 様子 （中 恵 土地 内）  
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住民参加型の防災訓練・水防訓練の実施  

・防災情報発信の多様化  

FM らら、すぐメールかに等、様々な媒体を活用した迅速かつ的確な情報発信  

・災害対策事業の推進  

可児川をはじめとする河川改良や急傾斜地崩壊対策の計画的な実施  

・安全な通学路の整備  

  市民参加による通学路安全推進会議を立ち上げ、通学路交通安全対策プログラ

ム策定とそれに基づく関係機関連携と通学路の安全対策を実施  

・良好な住環境整備  

交通安全施設整備やバリアフリー関連整備  

市道改良事業、橋梁の長寿命化対策事業  

・障がい者福祉の充実   

  市有地無償貸付による障がい者福祉施設の整備  

 

 

 

 

 

 

 

〇計画期間の取り組み   

【継続】  

・防災体制及び支援体制づくり  

・河川改良等の災害対策事業の実施  

・道路、橋梁等のインフラの計画的な整備  

・地域福祉の推進と障がい者福祉の充実  

【追加事項】  

・感染症予防対策の推進  

  国、県と連動した対策への対応  

適正な新型コロナウイルスワクチン接種の実施  

感染状況に応じた公共施設、イベントの運営及び避難所の整備  

新型コロナウイルス感染症関連情報の市民への周知  

わ が 家の ハザ ード マッ プ  通 学 路の 安全 対策 （路 側部 カ ラー 舗装 ）  
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３  重点方針（４つの柱）を支える市政運営  

  「住みごこち一番・可児」の実現に向け、重点方針（４つの柱）に基づく各施策

を進めていくにあたり、市政を取り巻く環境の変化や多様な市民ニーズに適切に

対応し、将来にわたって信頼される市政運営を行っていく必要があります。  

  そこで、次の３つの基本方針を掲げ、引き続き市民の視点に立った行財政改革に

取り組むとともに、効果的で効率的かつ持続可能な市政運営を進めていきます。  

 

 

・健全で計画的な財政運営                                    

財政状況を正確に見通し、財政規律を堅持したうえで重点施策の実現を図る等、

計画的な財政運営に努めます。  

・自主財源の確保  

ふるさと応援寄附金、各種広告、企業協賛といった多様な形態による外部資金を

積極的に獲得します。  

・公共施設管理の適正化  

公共施設等マネジメント基本方針等に基づき施設の管理を適正に行うとともに、

個別施設計画により財政負担の軽減・平準化を図りながら老朽化対策等に取り組

みます。  

【今後の公共施設のあり方】  

  時代の流れとともに変化する市民ニーズや取り巻く環境に柔軟に対応できる行   

政サービスを持続的に提供することができる公共施設のあり方については将来に

わたっての課題です。  

公共施設の規模縮小や集約を進め、改修等のための基金を 87億円積み立てても

33億円の財源不足となる見込みです。こうした視点を常に持ちながら公共施設の

あり方を考えなければなりません。  

特に市民の関心が高い図書館については、令和 26年 (2044年 )に更新時期を迎え

るため、その 10年前の令和 16年 (2034年 )には具体的な検討に着手する必要があり

ます。  

 また、市民生活に身近な地区センターについては、令和 30年頃 (2048年 )から順に

迎える更新時期を見据え、統廃合も含めた本格的な検討を始める必要があります。 

これらとは別に、安心な市民生活に欠かせないささゆりクリーンパークは、稼働   

計画期間 40年の半分が既に経過しており、今後 10年のうちには新たなごみ処理施

 【基本方針１】自律的で持続可能な行財政運営の推進  

 



 

31 

 

設のあり方の議論を始めることになります。  

 

  

・事務事業の改革、改善の推進  

  複雑、多様化する課題に適切に対応していくため、風通しの良い柔軟な職場風土

を醸成します。また、感染症拡大防止やウィズ／アフターコロナにおける行政サー

ビスの在り方を見据え、スマート自治体の実現に向けて ICT（情報通信技術）の活

用や民間活力の導入等により業務の効率化を進め、限られた職員で最大限の効果

を目指します。  

・ PDCAサイクルによる重点事業の推進  

  事業の目的や目標を明確にして事業内容に応じた適正な予算配分を行うととも

に、点検によって検証した課題や改善点を次年度の取り組みに効果的に反映させ

ます。  

・機能的な組織体制の確立  

  施策をより適切かつ強力に推進していく組織体制づくりと適正な定員管理によ

り、効果的・効率的な事務事業の推進を図ります。  

 

 

・市民との対話、情報共有の推進  

  市民の参画や協働を推進するとともに、市民から広く政策に関する意見等を受

ける機会を設け、質や満足度の高い行政サービスの提供を進めます。  

・伝わる情報発信の推進  

  幅広い世代に対応した多様なツールの活用により、市民に分かりやすい効果的

な情報発信を進めます。  

・職員の意識改革と人材育成  

  業務の効率化による時間外労働の削減等、職員の働き方改革を進めるとともに、

研修や適切な人材マネジメント等により創造的で行動力の高い職員を育成するこ

とで、多様化する市民ニーズに対する行政の信頼性を高めます。  

   

 

 

 

 

 

 

 

【基本方針２】効果的・効率的な事務事業の推進と組織体制による行政運営  

 

【基本方針３】市民力を活かした市民中心のまちづくり推進と行政の信頼性の向上  
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４  経営計画の進捗管理  

  経営計画における重点事業は、計画策定時点における財政状況のもとに設定し

たものであるため、国や県における制度改正や、各年度の決算・予算編成状況を踏

まえ、必要に応じて毎年度事業の見直しを行います。  

 

【経営計画の進捗管理： PDCA サイクル】  

 

 

 

  また、本計画に位置付けのない取り組みでも、災害等の様々な外的要因により喫   

緊に取り組む必要のある事業についてはその都度柔軟に対応していきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営計画 

経営計画・予算編成 

事業の改善・見直し  

事業の点検・評価 

事業の実施 
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用語の解説 

 

【IoT】                                             

  Internet of Thingsの略称。「モノのインターネット」と呼ばれ、身の回りのあらゆるモノがインタ

ーネットにつながる仕組みのこと。 

 

【AI】                                             

  Artificial Intelligenceの略称。人間が持っている認識や推論等の能力をコンピュータでも可能にす

るための技術の総称。人工知能。 

 

【第４次産業革命】                                       

  IoTやAI等による技術革新によって産業構造を転換しようとする取り組み。蒸気機関による産業の機

械化を促進した第１次産業革命、電力を活用し大量生産が実現した第２次産業革命、コンピーターの活

用で自動化が進んだ第３次産業革命に続く、産業構造の変革期として位置づけられている。 

  ドイツによって製造業の高度化を目指すプロジェクト「Industry4.0」として初めて提唱された概念

を日本語にしたもの。 

 

【都市計画道路】                                        

  健全で文化的な都市生活と機能的な都市活動が十分確保されるよう、都市の基盤的施設として都市

計画法に基づいて都市計画決定した道路。 

 

【類似団体】                                        

  人口規模や産業構造等により、全国の市町村を35のグループに分類した場合の同じグループに属す

る団体。 

 

【健全化判断比率】                                       

  自治体財政の健全化を示す「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費比率」、「将来負担比

率」の4つの指標を指す。 

 

【ダイバーシティ】                                       

  年齢、性別、国籍、人種、民族、宗教からライフスタイルまで、個人や集団間にある様々な違い、多

様性。 

 

【地域包括ケアシステム】                                    

  住み慣れた地域で生活を営むための住まい、医療、介護、予防、生活支援が一体的に切れ目なく提供

される体制のこと。それぞれの地域の中で実情に即した取り組みが求められている。 

 

【地域見守り協力活動】                                     

  民間事業者等が、個人宅を訪問する業務活動等を通じて地域の見守り等を実施することで、高齢者の

孤立死や子どもの虐待等を防止すると共に、地域の皆さんが安心して暮らし続けることができる地域

づくりを推進する活動。 

 

【キッズクラブ】                                        

  小学校全学年を対象として、放課後又は休業日、長期休暇期間において、保護者等がいない家庭の児

童の保育を行う児童クラブの名称。 

 

【子育て健康プラザ】                                      

  可児駅前に整備した、子育て支援機能を中核とし、健康づくり、にぎわい創出機能を備えた拠点。 

施設の愛称は「ｍａｎｏ（マーノ）」。 
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【スクールカウンセラー】                                    

  児童生徒の不登校や校内での様々な問題行動の対応に当たり、専門的な心理学的知識を活用して心

理相談業務に従事する心理職専門家。 

 

【スクールソーシャルワーカー】                                 

  教育の分野に加え、社会福祉に関する専門的な知識や技術を有し、問題を抱えた児童生徒に対して、

当該児童生徒がおかれた環境への働きかけや関係機関等とのネットワークの構築等、多様な支援方法

を用いて問題解決への対応を図る人材。 

 

【ばら教室KANI】                                       

  市立小中学校へ就学する外国籍児童生徒を対象として、各学校に籍を置きながら学校教育で必要な

生活指導や初期的な日本語指導を集中的に行い、学校の国際教室へ通学するまでの支援を行う教室。 

 

【ワーク・ライフ・バランス】                                  

  性別、年齢に関係なく、誰もが仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発等、様々な活動について、

自ら希望するバランスで生活できること。 

 

【美濃金山城跡】                                        

  木曽川左岸、可児市兼山の古城山にある東美濃の中心的山城。石垣や礎石、瓦を使用した織豊系城郭

の特徴をよくとどめ、慶長６年（1601）の破城の状況とともに、山城の変遷を考えるうえで重要であ

るとして平成25年に国の史跡に指定された。 

 

【美濃桃山陶】                                         

  岐阜県の東濃地方（現在の可児市久々利を含む）でつくられた焼き物。釉薬の違いによる黄・黒・白・

緑の鮮やかな色彩が特徴。安土桃山時代から江戸時代初期にかけて、茶の湯等に使われた陶器を美濃桃

山陶と呼ぶ。 

 

【スマート自治体】                                         

  書類をデータにまとめたり、パターン化したりしている作業はすべてAI（人工知能）等に任せ、職員

は企画立案や住民への直接サービス等、「職員でなければできない業務」に集中できるような行政体制。 
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